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長引くコロナ禍や、原油・原材料価格等の高騰、更には急激な円安の進行など、中小・   

小規模事業者は、かつてないほど厳しい経営環境におかれております。加えて、最低賃金の

引上げやインボイス制度導入等の諸課題への対応も求められており、このままでは多くの中

小・ 小規模事業者の事業継続が困難な状況になりかねません。 

つきましては、この難局を乗り越え、着実かつ強力な経済再生を図るため、以下の事項に

ついて早期実施を要望します。 

 

１．中小・小規模事業者に最大限配慮した大型経済対策の早期実施 
（中小企業対策費の大幅増） 

 

① 既存の生産性向上、販路開拓支援の着実な実施・拡充 

現在、中小・小規模事業者に対し持続化補助金、IT導入補助金、事業再構築補助金な

ど様々な支援策を講じて頂いておりますが、非常に有意義で大切な施策であるため、今後

もより多くの事業者が利用できるよう、継続と拡充を要望します。 

また、アフターコロナを見据えた国内外への販路開拓をはじめ、景気浮揚のための大

胆な需要喚起策についても確実に実施されますよう要望します。 
 

② 環境変化や制度改正に対応する事業者の負担軽減に資する金融、税制施策の継続実施 

資金繰りを改善し経営の持続化を図る為、コロナ関連融資、実質無利子・無担保融資、

投資促進税制の特例措置等、金融及び税制施策の延長を要望します。 

 

２．中小・小規模事業者支援策を円滑に推進するための商工会体制の強化 

 

① 商工会人員増員等の体制強化 

インボイスや新型コロナウイルス等、様々な事業環境変化に直面する中小・小規模事

業者に対し、商工会は事業者に寄り添った伴走型支援を実施しており、上記経済対策をは

じめ数多くの支援策を推進し、また実施しております。現在、「事業環境変化対応型支援

事業」により支援体制を強化していただいておりますが単年度予算では人員確保に限界

がある為、複数年度にわたり設置が可能な支援体制の拡充と商工会の基本的な人員の増

員を要望します。 

 



② 商工会のＤＸ推進体制の強化 

中小・小規模事業者の支援を幅広く効率的に行うためには、商工会のＤＸ化は必須であ

りますが、現状では経営支援ツールとしての活用をはじめ、ノウハウの蓄積や情報の整理・

分析等について十分とは言えません。これらのＤＸ導入には大きな費用負担が伴うため、

商工会のＤＸ化推進のための補助支援を要望します。 

 

３．地域のしごとをつなぎ、つくるための施策の創設・拡充 

 

① 事業承継及び創業支援の拡充強化 

地域における事業承継やスタートアップ（起業）の際に活用する支援策において、     

補助率の引上げや加点措置により、優先採択等のインセンティブの付与を要望します。 
 

② 地域への人材還流に資する施策の創設 

地域事業者の高齢化と後継者不足は、非常に深刻な問題です。都市部一極集中是正へ

の解決策としても有効な支援策の創設を要望します。 
 

 

① 最低賃金の大幅引上げに伴う中小・小規模事業者への支援 

最低賃金の大幅引上げは、中小・小規模事業者にとって極めて大きな負担となり、経

営そのものが困難となる恐れがあることから、引き上げと同時に経営の安定を図る施策

を強く要望します。 

・「業務改善助成金」の予算増額並びに募集期間の拡大。 

・下請けＧメンの活動の見える化と、経費増に苦しむ下請け事業者への親身な対応。 

・急激な経費増軽減のため、事業主社会保障費負担の軽減措置の創設。 
 

② 中小・小規模事業者に対する、原油・原材料価格高騰対策の強化 

燃料費及び物価上昇の傾向が続く中、その影響を受けやすい中小・小規模事業者に対

して、光熱費等固定費の削減や原材料の切り替え、仕入先の再構築など、中小企業者等が

行う原油及び原材料価格高騰対策への取組等に対する補助金の創設を要望します。 
 

③ 頻発する自然災害からの迅速な復旧・復興支援と中小・小規模事業者の事業継続力強

化の更なる推進 

令和元年の東日本台風及び昨年２月と本年３月に発生した福島県沖大規模地震、さら

には本年８月の東北豪雨災害等、近年自然災害が激甚化・頻発化する傾向にあります。 

つきましては、地域経済を支え地域コミュニティの維持に不可欠な中小・小規模事業

者への、迅速できめ細かな復旧・復興支援施策を要望します。さらに、中小企業強靭化法

に基づく事業継続力強化計画の認定による税制優遇措置や補助金加点等の支援の拡充を

要望します。 

４．中小・小規模事業者の喫緊の課題に対する支援 


